
 

 

 

中央区高齢者の生活実態調査および介護サービス利用状況等調査報告 

（在宅療養支援に関する調査結果の抜粋） 

 

 

１ 調査の目的 

本調査は、令和６(2024)～令和８(2026)年度を計画期間とする「中央区高齢者保健福祉計画・第９期介

護保険事業計画」の策定に向けて、中央区の要介護・要支援認定を受けていない一般高齢者等および要介

護・要支援認定者の生活実態、介護保険サービスを提供している事業者および医療機関の実態等を把握し、

必要な資料を得ることを目的として実施した。 

 

２ 調査の全体設計 

今回は、新型コロナウイルス感染症の拡大という大きな社会変化や高層住宅が年々増加し続けている本

区の現状を捉えた設問を追加し、実態をより多面的に把握するとともに、回答者の利便性向上と高齢者分

野でのデジタルツールの活用を目的としてインターネットによる回答方法を導入するなどの新たな取組

を行った。 

高齢者が住み慣れた地域での生活を最期まで自分らしくいきいきと継続できるように、中央区スタイル

の地域包括ケアシステムを一層深化していくため、この調査によって見えてきた課題等を施策の検討に活

用していく。 

 

 

資料４ 



 

 

 

〔調査の全体設計〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎対象者の抽出基準日：令和４年10月１日 

◎要介護・要支援認定者には、40～64歳の第２号被保険者は含まない。 

 

 

３ 調査方法および客体 

(1) 調査期間 

令和４年10月20日（木）～令和４年11月９日（水） 

 
(2) 調査方法 

郵送配布、郵送またはインターネットにて回収、ハガキによる督促礼状１回 

※「在宅介護実態調査」(調査Ｄ)は、令和４年６月～10月の間、認定調査員の聞き取 

り方式により実施した。 

 

 

    属性 

 

年齢 

一般高齢者等 要支援認定者 要介護認定者 

高
齢
者
等
向
け
調
査 

55～64歳    

65歳以上 

   

介護保険サービス 

事業所調査 

 

医療機関調査 
 

調査Ａ  

高齢者福祉に関する 

生活実態調査 

調査Ｂ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査Ｃ 要介護・要支援認定者調査 

調査Ⅾ 在宅介護実態調査 

調査Ｅ 介護保険サービス事業所調査 

調査Ｆ 在宅医療・介護に関する調査 



 

 

 

(3) 各調査の客体、内容、回収状況等 

 

調査名 調査客体 調査内容 回収状況 

調査Ａ 

高齢者福祉に関する生

活実態調査 

要介護・要支援認定を受

けていない 55 歳以上の

区民（一般高齢者等） 

 

【抽出調査】 

一般高齢者等の意識や生

活実態、健康づくりの取組

状況や生活習慣、社会活動

への参加状況からみた課題

やニーズを把握する。 

・対象者数：3,000 人 

・有効回答数：1,731 件 

（郵送:1,326、インターネッ

ト:405） 

・回収率：57.7％ 

調査Ｂ 

介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査 

 

 

 

 

 

要介護・要支援認定を受

けていない 65 歳以上

の区民（一般高齢者）、 

総合事業対象者（※） 

および要支援認定者 

 

国による必須調査 

【抽出調査】 

介護状態になる前の高齢者

のリスクや生活状況等を調

査し、国の地域包括ケア「見

える化」システムによる地域

診断を活用して、地域の高

齢者の抱える課題やニーズ

を把握する。 

・対象者数：2,500 人 

・有効回答数：1,859 件 

（郵送:1,721、インターネッ

ト:138） 

・回収率：74.4％ 

調査Ｃ 

要介護・要支援認定者

調査 

要介護・要支援認定者 

 

 

 

【抽出調査】 

要介護・要支援認定を受け

た地域の高齢者の生活実

態、生活状態からみた課題

やニーズを把握する。 

・対象者数：3,500 人 

・有効回答数：2,092 件 

（郵送:1,903、インターネッ

ト:189） 

・回収率：59.8％ 

調査Ⅾ 

在宅介護実態調査 

在宅で生活している要

介護・要支援認定者のう

ち、調査期間(令和４年６

月～10月)中に更新申請

または区分変更申請に

伴う認定調査を受けた

者 

国による必須調査 

【全数調査】 

「介護離職をなくしていくた

めにはどのようなサービス

が必要か」といった観点か

ら高齢者等の適切な在宅生

活の継続および家族等介護

者の就労継続などの実現に

向けた介護サービスのあり

方を検討する。 

・対象者数：305 人 

・有効回答数：305 件 

（認定調査員による聞き取

り:305） 

・回収率：100.0％ 

調査Ｅ  

介護保険サービス事業

所調査 

区内の介護保険サービ

ス事業所 

 

 

 

 

【全数調査】 

介護保険サービス事業所が

提供するサービス内容や医

療との連携などの実態と課

題を把握することによって、

介護保険サービスの質の向

上に向けた方策を検討す

る。 

・対象事業所数：96 

・有効回答数：60 件 

（郵送:38、インターネッ

ト:22） 

・回収率：62.5％ 

調査Ｆ   

在宅医療・介護に関す

る調査 

区内の医師会、歯科医

師会、薬剤師会の会員

（医療機関） 

 

【全数調査】 

医療機関側からみた在宅療

養支援の実態や課題等を把

握する。 

・対象機関数：603 

・有効回答数：299 件 

（郵送:203、インターネッ

ト:96） 

・回収率：49.6％ 

 

※「総合事業対象者」とは要介護・要支援認定を受けていないが、生活機能の低下がある方を指す。 



高齢者福祉に関する生活実態調査（Ａ） 
 

 

 

 

 

⑴ 今後希望する介護 

 「主に介護サービスを利用して、自宅で暮らしたい」が32.3％、「高齢者向けの住宅に住み替えて、介護

サービスを利用しながら暮らしたい」が14.6％ 

問33．あなたは、要介護状態になった場合、どのような介護を希望しますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査】 

高齢者の生活実態調査（調査A） 

問40：あなたは、今後、どのような介護を希望しますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.3

14.6

10.6

10.5

9.5

9.5

1.0

10.5

1.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

主に介護サービスを利用して、自宅で暮らしたい

高齢者向けの住宅に住み替えて、

介護サービスを利用しながら暮らしたい

主に家族の介護を受けながら、自宅で暮らしたい

特別養護老人ホーム（介護老人福祉

施設）などの介護施設に入りたい

介護付き有料老人ホームに入りたい

家族、親族の判断に任せる

その他

わからない

無回答
今回調査（N=1,731）

本調査は、要介護・要支援認定を受けていない５５歳以上の区民（一般高齢者等）を対象としている。 



高齢者福祉に関する生活実態調査（Ａ） 
 

 

 

  

⑵ 終末期に介護を受けたい場所 

 「病院やホスピスなどの医療施設」が41.8％、「自宅」は21.1％ 

 

問 34．あなたは、病気が治る可能性がなくなり、終末期になった場合、どこで介護を受けたいと思いま

すか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.8

21.1

11.0

10.7

0.3

0.1

1.0

12.4

1.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

病院やホスピスなどの医療施設

自宅

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）

家族、親族の判断に任せる

子どもの家

兄弟姉妹などの親族の家

その他

わからない

無回答
今回調査（N=1,731）



高齢者福祉に関する生活実態調査（Ａ） 
 

 

 

 (3)今後力を入れるべき高齢者保健福祉施策 

 「家族の介護負担を軽減するための施策の充実」が47.0％、「ひとり暮らし高齢者への支援」が46.9％ 

 

問41．住み慣れた地域で暮らし続けるために、これからの高齢者保健福祉施策で中央区が力を入れてい 

くべきものは何だと思いますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.0

46.9

42.3

39.3

36.9

33.7

31.7

30.1

28.5

26.3

23.7

22.4

21.6

19.7

19.1

14.3

14.2

4.6

1.7

3.5

1.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

家族の介護負担を軽減するための施策の充実

ひとり暮らし高齢者への支援

適切な介護サービスが受けられるための

情報提供や相談体制の充実

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）、

有料老人ホーム等の整備の促進

在宅医療の充実

判断能力が低下した場合の支援

サービス付き高齢者向け住宅の整備の促進

介護保険サービス以外の区の生活支援サービスの充実

２４時間切れ目のない在宅介護サービスの充実

低所得者などへの経済的支援

必要な情報を取得できる環境づくり

施設への「通い」を中心に、在宅生活を継続しながら訪問や

短期宿泊など多機能なサービスが利用できる介護事業所の整備

住民による見守り・声かけなどたすけあい活動

住みやすい住宅への支援

（手すりの取付け・段差の解消など）

段差などがなく利用しやすい道路や建物の整備

高齢者への虐待の防止

住み替えを支援する制度の充実

多世代の家族近居を推進するための支援

その他

特にない

無回答

今回調査（N=1,731）



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

１．基本調査項目（Ａ票） 

⑴ 世帯類型 

「その他」が38.0％、「夫婦のみ世帯」が31.1％ 

 

問１．世帯類型について、ご回答ください。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 家族等による介護の頻度 

 「ほぼ毎日」が65.9％ 

 

問２．ご家族やご親族の方からの介護は、週にどのくらいありますか。（同居していない子どもや親族等

からの介護を含む）（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単身世帯

29.8 

夫婦のみ世帯

31.1 

その他

38.0 

無回答

1.0 
全体

（N=305）

(%)

ない

8.5 

週1日以下

11.1 

週1～2日

9.8 

週3～4日

4.3 

ほぼ毎日

65.9 

無回答

0.3
全体

（N=305）

(%)

本調査は、在宅で生活している要介護・要支援認定者のうち、調査期間（令和４年６月～１０月）中に更

新申請または区分変更申請に伴う認定調査を受けた305人を対象としている。 



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

⑶ 主な介護者の本人との関係 

 「子」が52.3％ 

 

問３．主な介護者の方は、どなたですか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 主な介護者の性別 

 「女性」が71.3％ 

 

問４．主な介護者の方の性別について、ご回答ください。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 主な介護者の年齢 

 「50代」が33.3％、「60代」が22.2％ 

 

問５．主な介護者の方の年齢について、ご回答ください。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性

28.7 

女性

71.3 

無回答

0.0 
全体

（N=279）

(%)

配偶者

31.5 

子

52.3 

子の配偶者

4.7 

孫

0.4 

兄弟・姉妹

6.1 

その他

5.0 

無回答

全体

（N=279）

(%)

0.0

20歳未満

0.0 

20代

0.4 

30代

0.7 

40代

5.0 

50代

33.3 

60代

22.2 

70代

21.5 

80歳以上

15.8 

わからない

1.1 

無回答

0.0 

全体

（N=279）

(%)



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

 

⑹ 主な介護者が行っている介護 

 「その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）」が83.2％、「食事の準備（調理等）」が66.3％ 

 

問６．現在、主な介護者の方が行っている介護等について、ご回答ください。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83.2

66.3

60.9

45.9

38.0

28.0

23.3

23.3

21.1

18.6

18.6

15.8

11.5

5.7

12.9

0.0

0.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

食事の準備（調理等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

外出の付き添い、送迎等

服薬

衣服の着脱

日中の排泄

認知症状への対応

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

入浴・洗身

屋内の移乗・移動

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

その他

わからない

無回答

今回調査（N=279）



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

⑺ 介護のための離職の有無 

 「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が92.1％、「主な介護者が仕事を辞めた（転職を除く）」

が5.0％ 

 

問７．ご家族やご親族の中で、ご本人（認定調査対象者）の介護を主な理由として、過去1年の間に仕事

を辞めた方はいますか（現在働いているかどうかや、現在の勤務形態は問いません）。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92.1

5.0

0.7

0.4

0.0

1.4

0.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が転職した

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた

（転職除く）

主な介護者が転職した

わからない

無回答 今回調査（N=278）



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

⑻ 在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス 

 「外出同行（通院、買い物など）」が33.4％、「特になし」が27.9％ 

 

問８．今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（現在利用しているが、さらなる充実が必要

と感じる支援・サービスを含む）について、ご回答ください。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.4

17.0

16.7

16.4

14.4

14.1

11.8

8.2

6.6

20.0

27.9

0.7

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

外出同行（通院、買い物など）

掃除・洗濯

見守り、声かけ

買い物（宅配は含まない）

移送サービス（介護・福祉    等）

サロンなどの定期的な通いの場

調理

配食

ゴミ出し

その他

特になし

無回答

今回調査（N=305）



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

⑼ 施設等検討の状況 

 「検討していない」が88.2％ 

 

問９．現時点での、施設等への入所・入居の検討状況について、ご回答ください。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査】 

問10：現時点での、施設等への入所・入居の検討状況について、ご回答ください。 

 

 

検討していない

88.2 

検討中

10.5 

申請済み

1.3 

無回答

0.0 

全体

（N=305）

(%)

83.6% 14.3% 2.1%

0.0%

60% 80% 100%

合計(n=286)

検討していない 検討中 申請済み 無回答



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

２．主な介護者の調査項目（Ｂ票） 

⑴ 主な介護者の勤務形態 

「働いていない」が46.6％、「フルタイム勤務」が38.7％ 

 

問１．主な介護者の方の現在の勤務形態について、ご回答ください。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 主な介護者の方の働き方の調整の状況 

 「特に行っていない」が55.9％、「介護のために、労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早出・

中抜け等）しながら、働いている」が17.2％ 

 

【問１で「１．フルタイムで働いている」、「２．パートタイムで働いている」と回答の方】 

問２．主な介護者の方は、介護するにあたって、何か働き方についての調整等をしていますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55.9

17.2

13.8

6.9

6.2

2.8

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務

、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を

取りながら、働いている

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤

務、遅出・早帰・中抜け等）」「休暇（年休や介護休暇

等）」「在宅勤務」以外の調整をしながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

わからない

無回答 今回調査（N=145）

フルタイム勤務

38.7 

パートタイム勤務

13.3 

働いていない

46.6 

わからない

1.4 

無回答

0.0 

全体

（N=279）

(%)



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

⑶ 主な介護者の就労継続の可否に係る意識 

 「問題なく、続けていける」が44.8％、「問題はあるが、何とか続けていける」が37.9％ 

 

【問１で「１．フルタイムで働いている」、「２．パートタイムで働いている」と回答の方】 

問３．主な介護者の方は、今後も働きながら介護を続けていけそうですか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護 

 「外出の付き添い、送迎等」が31.5％、「その他」が18.6％ 

 

問４．現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護等について、ご回答くだ 

さい。（現状で行っているか否かは問いません）【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31.5

16.8

16.1

16.1

15.4

14.7

14.7

11.1

8.2

5.4

5.0

4.3

3.2

2.9

18.6

7.2

9.3

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

外出の付き添い、送迎等

認知症状への対応

日中の排泄

夜間の排泄

入浴・洗身

屋内の移乗・移動

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

食事の準備（調理等）

服薬

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

衣服の着脱

食事の介助（食べる時）

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

今回調査（N=279）

問題なく、

続けていける

44.8 

問題はあるが、

何とか続けていける

37.9 

続けていくのは、

やや難しい

6.9 

続けていくのは、

かなり難しい

0.0 

わからない

9.7 

無回答

0.7
全体

（N=145）

(%)



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

   

３．要介護認定データ 

⑴ 年齢 

「85～89歳」が28.5％、「80～84歳」が24.8％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 性別 

 「女性」が66.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 二次判定結果（要介護度） 

 「要介護１」が23.3％、「要支援１」が20.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性

33.4 

女性

66.6 

無回答

0.0 
全体

（N=302）

(%)

65歳未満

2.3 

65～

69歳

4.0 

70～

74歳

6.6 

75～

79歳

11.9 

80～

84歳

24.8 

85～

89歳

28.5 

90～

94歳

13.2 

95～

99歳

7.3 

100歳

以上

1.3 

無回答

0.0 

全体

（N=302）

(%)

非該当

認定

1.0 

要支援１

20.7 

要支援２

19.7 

要介護１

23.3 

要介護２

14.7 

要介護３

8.7 

要介護４

6.3 

要介護５

5.7 

再調査 取消 なし 無回答

全体

（N=300）

(%)

0.0 0.0 0.0
0.0



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

自立

21.1 

Ⅰ

32.8 

Ⅱａ

10.0 

Ⅱｂ

21.7 

Ⅲａ

9.4 

Ⅲｂ

1.3 

Ⅳ

3.7 

М 記載なし 無回答

全体

（N=299）

(%)

0.0
0.0

0.0

 

 

⑷ 障害高齢者の日常生活自立度 

 「Ｊ２」が30.4％、「Ａ２」が22.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）の判定基準 

生活自立 ランクＪ 

何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する 

1．交通機関等を利用して外出する 

2. 隣近所へなら外出する 

準寝たきり ランクＡ 

屋内での生活はおおむね自立しているが、介助なしには外出しない 

1. 介助により外出し､日中はほとんどベッドから離れて生活する 

2. 外出の頻度が少なく､日中も寝たり起きたりの生活をしている 

寝たきり 

ランクＢ 

屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体であ

るが座位を保つ 

1. 車いすに移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う 

2. 介助により車いすに移乗する 

ランクＣ 

1日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替において介助を要する 

1. 自力で寝返りをうつ 

2. 自力では寝返りもうてない 

 

 

⑸ 認知症高齢者の日常生活自立度 

 「Ⅰ」が32.8％、「Ⅱｂ」が21.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

認知症高齢者の日常生活自立度 

Ⅰ 認知症を有するが、家庭内・社会で日常生活は自立 

Ⅱ 
生活に支障ある症状等があるが、他者の注意あれば自立 
 a：家庭外で、上記の状態がみられる 
 b：家庭内でも、上記の状態がみられる
 

Ⅲ 
日常生活に支障ある症状等があり、介護が必要 
a：日中を中心として、上記の状態がみられる 
b：夜間を中心として、上記の状態がみられる 

Ⅳ 日常生活に支障ある症状等が頻繁にあり、常時の介護要 

自立

0.7 

Ｊ１

14.7 

Ｊ２

30.4 

Ａ１

16.7 

Ａ２

22.1 

Ｂ１

3.7 

Ｂ２

7.0 

Ｃ１

2.3 

Ｃ２

2.3 

無回答

0.0 

全体

（N=299）

(%)



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

Ｍ 著しい精神症状・周辺症状がみられ、専門医が必要 

 

⑹ サービス利用の組合せ 

「未利用」が37.4%、「訪問系のみ」が22.5% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑺ 訪問系サービスの合計利用回数 

「０回」が58.9%、「５～14回」が17.2% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.5

19.2

0.3

15.6

0.0

1.7

2.3

0.7

0.0

0.0

0.3

0.0

0.0

37.4

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

訪問系のみ

通所系のみ

短期系のみ

訪問＋通所

訪問＋短期

通所＋短期

訪問＋通所＋短期

小規模多機能

看護多機能

定期巡回のみ

定期巡回＋通所

定期巡回＋短期

定期巡回＋通所＋短期

未利用

無回答
今回調査（N=302）

58.9

12.9

17.2

3.6

1.3

2.3

3.6

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

０回

１～４回

５～14回

15～24回

25～31回

32～49回

50回以上

無回答 今回調査（N=302）



在宅介護実態調査（Ｄ） 
 

 

 

 

 

 

 

⑻ 通所系サービスの合計利用回数 

「０回」が60.9%、「１～４回」が16.6% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑼ 短期系サービスの合計利用回数 

「0回」が95.7%、「１～４回」が1.7％ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.9

16.6

13.9

4.6

3.6

0.3

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

０回

１～４回

５～９回

10～14回

15～24回

25回以上

無回答 今回調査（N=302）

95.7

1.7

1.3

1.0

0.3

0.0

0.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

０回

１～４回

５～９回

10～14回

15～24回

25回以上

無回答 今回調査（N=302）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

 

 

 

１．回答者の属性について 

⑴ 医療機関の種類 

① 医療機関の種類 

「診療所」が43.5％、「歯科診療所」が36.5％ 

 

問１．貴医療機関の種類をお聞きします。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

② 診療科目 

 「内科」が41.0％、「その他」が11.2％、「眼科」が9.0％ 

 

【問１で「１．病院」または「２．診療所」と回答の方】 

問1-1．専門とされている診療科目についてお聞きします。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の回答＞ 

○胃腸科  ○乳腺外科 

 

⑵ 所在地 

 「京橋地域」が43.5％、「日本橋地域（八重洲一丁目を含む）」が42.1％ 

 

問２．貴医療機関の所在地はどちらですか。(〇は１つ) 

 

 

 

1 

病院

1.3 

診療所

43.5 

歯科診療所

36.5 

薬局

17.7 

その他

1.0 

無回答

0.0

全体

（N=299）

(%)

京橋地域

43.5

日本橋地域

（八重洲一丁目を含む）

42.1

月島地域

14.0

無回答

0.3 
全体

（N=299）

(%)

内科

41.0 

神経

内科

0.7 

精神科

4.5 

外科

1.5 

整形

外科

3.0 

皮膚科

4.5 

眼科

9.0 

耳鼻

咽喉科

7.5 

泌尿

器科

2.2 

婦人科

6.0 

小児科

3.0 

リハビリ

テー

ション科

1.5 

その他

11.2 

無回答

4.5 
全体

（N=134）

(%)

本調査は、区内の医師会、歯科医師会、薬剤師会の会員（医療機関）を対象としている。 



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

 

２．在宅医療について 

⑴ 「往診」や「訪問診療」の実施状況・意向 

① 「往診」や「訪問診療」の実施状況・意向 

 「実施する意向はない」が37.8％、「実施している」が32.4％ 

 

問３．「往診」や「訪問診療」を実施していますか。また、今後実施する意向がありますか。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査】 

問３：「往診」や「訪問診療」を実施していますか。また、今後実施する意向がありますか。  

【医師(歯科を除く)の方が回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施している

32.4 

現在は実施して

いないが、３年以内に

実施する意向がある

3.7 

実施する意向は

あるが実施は難しい

23.1 

実施する意向はない

37.8 

無回答

3.0 
全体

（N=299）

(%)

実施している 現在は実施して

いないが、３年

以内に実施する

意向がある

実施する意向

はあるが実施は

難しい

実施する意向

はない

無回答

（ n ）

( 140 )全 体 19.3 0.7 18.6 55.0 6.4 

（ % ）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

【前回調査】 

【歯科医師の方が回答】 

問18：訪問歯科診療を行っていますか。 

行っている 行っていない 無回答

（ n ）

( 109 )全 体 35.8 63.3 0.9 

（ % ）

 

 

 

② 在宅療養支援の実施状況 

 「「往診」※１を単独で実施している」が48.5％、「「訪問診療」※２を単独で実施している」が37.1％ 

 

【問３で「１．実施している」と回答の方】 

問3-1．在宅療養支援の実施状況についてお聞きします。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：患者の求めに応じて急変時に訪問して行う診療 

※２：通院の困難な患者に定期的に訪問して行う診療

48.5

37.1

24.7

10.3

6.2

1.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

「往診」※１を単独で実施している

「訪問診療」※２を単独で実施している

「訪問診療」※２を他の医療機関との

連携により実施している

「往診」※１を他の医療機関との

連携により実施している

その他

無回答 今回調査（N=97）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

３．日常的な在宅医療について 

⑴ 在宅療養で大切にしていること 

「利用者本人への丁寧な説明」が48.2％、「利用者の意向について家族全体の理解が得られるような説明」

が42.5％ 

 

問４．貴機関が日常的な在宅療養で大切にしていることは次のどれですか。【複数回答:３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.2

42.5

26.4

22.1

11.7

9.7

9.0

1.7

6.7

25.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

利用者本人への丁寧な説明

利用者の意向について家族全体の

理解が得られるような説明

支援者間における治療や方向性の共有

家族と支援者間における

本人の意思の確認、共有

早い段階での本人の治療や

ケアに対する意思の確認

緊急時、休日夜間における医療体制の確保

関係者全員が、在宅医療・介護

サービスのイメージが持てること

緊急時、休日夜間における介護体制との連携

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

⑵ 関係機関、職種との連携状況 

 「十分連携している」「ある程度連携している」割合を合計した連携率は、「①病院」が51.8％、「②サー

ビス利用者のかかりつけ医」が42.1％、「③サービス利用者に必要と考えられる診療科の医師」が34.8％ 

 

問５．現在、関わっているサービス利用者の情報などについて、次の関係機関、職種との連携状況をお聞

きします。（〇はそれぞれ１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十分連携している

18.4 

10.0 

7.4 

12.0 

11.4 

6.4 

7.4 

11.4 

4.0 

10.0 

4.3 

1.7 

1.0 

1.3 

0.3 

ある程度

連携している

33.4 

32.1 

27.4 

16.4 

22.4 

18.4 

17.4 

19.7 

20.1 

24.4 

18.4 

13.4 

12.7 

6.7 

10.4 

連携が不十分である

7.7 

11.7 

15.7 

9.4 

10.4 

14.4 

10.0 

9.7 

10.4 

10.4 

11.0 

14.4 

13.0 

11.7 

14.0 

ほとんど

連携していない

16.7 

22.1 

22.7 

35.8 

28.8 

36.1 

40.5 

34.8 

40.8 

31.8 

40.5 

45.8 

47.8 

54.8 

49.8 

無回答

23.7 

24.1 

26.8 

26.4 

27.1 

24.7 

24.7 

24.4 

24.7 

23.4 

25.8 

24.7 

25.4 

25.4 

25.4 

①病院（N=299）

②サービス利用者のかかりつけ医

（N=299）

③サービス利用者に必要と考えられる

診療科の医師（N=299）

④歯科医師（N=299）

⑤薬剤師（N=299）

⑥病院の地域連携室

（医療ソーシャルワーカー）（N=299）

⑦おとしより相談センター

（地域包括支援センター）（N=299）

⑧訪問看護ステーション（N=299）

⑨訪問・通所リハビリテーション（N=299）

⑩介護支援専門員

（ケアマネジャー）（N=299）

⑪訪問介護（N=299）

⑫通所介護（デイサービス）（N=299）

⑬短期入所生活介護

（ショートステイ）（N=299）

⑭福祉用具貸与・販売事業者（N=299）

⑮地域福祉コーディネーター・

生活支援コーディネーター（N=299）

(%)



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

⑶ 日常的な在宅療養で課題となっていること 

 「24時間365日対応できる医療従事者の確保」が32.1％、「専門外の医療行為や疾患に対応できる連携体

制」が29.8％、「緊急時の入院受入れ、または連携医療機関への入院手配」が28.1％ 

 

問６．日常的な在宅療養について、現在課題になっていることは次のどれですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.1

29.8

28.1

21.7

15.1

7.7

31.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

２４時間３６５日対応できる医療従事者の確保

専門外の医療行為や疾患に対応できる連携体制

緊急時の入院受入れ、または

連携医療機関への入院手配

家族の負担を軽減するサービス等の情報提供

看取りや急変時の対応に関する知識・技術等の向上

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

⑷ 認知症の利用者の状況で大変なこと 

 「本人の意思の確認がとれない」が44.5％、「医療的な管理が難しい」が19.4％、「本人や家族が医療機

関を受診しない」が19.1％ 

 

問７．認知症の患者の状況で実際にあり、大変なことは何ですか。【複数回答:３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.5

19.4

19.1

16.1

9.7

9.0

6.7

6.7

3.7

1.3

0.3

8.0

28.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

本人の意思の確認がとれない

医療的な管理が難しい

本人や家族が医療機関を受診しない

薬の飲み違えがあって、

服薬管理ができない

本人と家族間で介護の方針が違う

介護サービスを利用して

もらえない、サービス拒否がある

家族が認知症であることを認めない

認知症のため適切な介護

サービスが受けられない

認知症の症状が急変して

緊急対応が必要になる

虐待の恐れがある

消費者被害に遭遇したことがある

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

⑸ 介護サービス事業所との連携状況 

① 介護サービス事業所との連携状況 

 「上記のような連携は行っていない」が35.8％、「書面等による、在宅療養者に関する情報の共有」が32.8％ 

 

問８．介護サービス事業者との連携について、次のようなことを行っていますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査】 

 問26：介護サービス事業者との連携について、次のようなことを行っていますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.8

13.0

10.4

6.7

4.3

0.7

35.8

22.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

書面等による、在宅療養者に関する情報の共有

サービス担当者会議への参加

介護サービス事業者との定期的な情報交換

緊急時の対処方法に関する

介護サービス事業者との取り決め

ＩＣＴツールによる、在宅療養者に関する情報の共有

その他

上記のような連携は行っていない

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

② 連携を行っていない理由 

 「介護保険サービス事業者との交流の機会がない」が35.5％、「連携方法がわからない」が29.0％ 

 

【問８で「７．上記のような連携は行っていない」と回答の方】 

問8-1．その理由は何ですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査】 

【問26 で「7.上記のような連携は行っていない」と回答の方】 

問26-1：その理由は何ですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.5

29.0

15.9

15.9

12.1

7.5

27.1

0.9

0％ 20％ 40％

介護保険サービス事業者との交流の機会がない

連携方法がわからない

介護サービス事業者の医療に

関する知識や理解が不足している

介護保険などの福祉の制度がわからない

連携の重要性をあまり感じない

お互いに多忙で連絡がとれない

その他

無回答

今回調査（N=107）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

⑹ ケアマネジャーとの連携の課題 

① 連携の課題の有無 

 「連携していない」が49.5％、「ない」が33.4％ 

 

問９．ケアマネジャー（介護支援専門員）との連携で課題がありますか。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

⑺ おとしより相談センターとの連携の課題 

① 連携の課題の有無 

 「連携していない」が57.9％ 

 

問10．おとしより相談センター（地域包括支援センター）との連携で課題がありますか。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

⑻ 訪問看護ステーションとの連携の課題 

① 連携の課題の有無 

 「連携していない」が56.5％ 

 

問11．訪問看護ステーションとの連携で課題がありますか。(〇は１つ) 

 

ある

10.7

ない

33.4

連携していない

49.5

無回答

6.4 
全体

（N=299）

(%)

ある

4.3

ない

35.1

連携していない

57.9

無回答

2.7 
全体

（N=299）

(%)

ある

4.7

ない

35.8

連携していない

56.5

無回答

3.0 
全体

（N=299）

(%)



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

⑼ 薬局との連携の課題 

① 連携の課題の有無 

 「ない」が51.8％ 

 

【すべての医師・歯科医師の方】 

問12．薬局との連携で課題がありますか。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

⑽ 新型コロナウイルス感染症のサービス提供への影響 

 「収益が減った」が73.9％、「患者に感染者が出た」が48.5％ 

 

問13．新型コロナウイルス感染症の拡大により、貴機関にはどのような影響がありましたか。 

【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

4.7

ない

51.8

連携していない

32.8

無回答

10.7 
全体

（N=299）

(%)

73.9

48.5

42.5

32.1

10.0

7.4

4.0

0.3

5.0

1.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

収益が減った

患者に感染者が出た

感染症対策に努めたことにより、

感染症への対応力が向上した

職員に感染者が出たため、

診療体制の維持に苦慮した

感染拡大期にはサービス提供を停止した

オンライン診療が定着した

新型コロナ感染症を理由とした離職者がいた

モバイル・タブレット端末で

患者情報を共有するようになった

その他

無回答
今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

４．ＩＣＴ機器の活用について 

⑴ ＩＣＴ機器使用 

① ＩＣＴ機器使用の有無 

「使っている」が67.9％ 

 

問14．貴機関では、ＩＣＴ機器（情報通信機器）を使っていますか。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使っている

67.9 

使っていない

27.1 

無回答

5.0 
全体

（N=299）

(%)



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

② どのように利用しているか 

「パソコン」の使用率は、「④報酬請求との連携」が71.9％、「③オンライン会議」が58.1％、「②電子カ

ルテ連携」が43.3％ 

 

【問14で「１．使っている」と回答の方】 

問14-1．どのような業務で何を使っていますか。【複数回答】 

 

＜①画像診断・遠隔診断＞             ＜②電子カルテ連携＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜③オンライン会議＞               ＜④報酬請求との連携＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜⑤その他＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.0

8.4

4.9

2.5

2.5

57.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

パソコン

タブレット端末

スマートフォン

携帯電話

その他

無回答

今回調査（N=203）

43.3

8.9

1.0

0.0

1.0

54.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

パソコン

タブレット端末

スマートフォン

携帯電話

その他

無回答

今回調査（N=203）

58.1

20.7

19.2

3.0

0.0

35.5

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

パソコン

スマートフォン

タブレット端末

携帯電話

その他

無回答

今回調査（N=203）

71.9

0.5

0.5

0.0

0.5

27.6

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

パソコン

携帯電話

タブレット端末

スマートフォン

その他

無回答

今回調査（N=203）

4.9

3.9

3.0

1.0

2.0

90.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

パソコン

タブレット端末

スマートフォン

携帯電話

その他

無回答

今回調査（N=203）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

③ 使用していない理由 

「有効活用できるかわからない」が67.9％、「コストがかかる」が44.4％ 

 

【問14で「２．使っていない」と回答の方】 

問14-2．使っていない理由は何ですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．看取りについて 

⑴ １年間に在宅で看取った患者数 

「０人」が65.6％ 

 

問15．令和３年10月から令和４年９月までの１年間に、在宅で看取った患者数は何人程度ですか。 

(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.9

44.4

28.4

4.9

3.7

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

有効活用できるかわからない

コストがかかる

職員が使いこなせない

その他

無回答
今回調査（N=81）

０人

65.6 

１～５人

9.4 

６～１０人

0.7 

１１～１５人

0.7 

１６～２０人

0.3 

２１～２５人 ２６人以上

0.7 

無回答

22.7 
全体

（N=299）

(%)
0.0



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

 

⑵ 看取りのための訪問先（自宅、施設その他） 

 「その他」が23.7％、「自宅」が18.4％ 

 

問16．在宅での看取りの訪問先はどこですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ どのような条件があれば看取りが可能か 

 「看取りに関する指針を患者・家族に説明し同意を得ていること」が23.7％、「患者本人の意思表示」が

21.4％、「その他」が18.7％ 

 

問17．どのような条件があれば看取りが可能ですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.4

4.0

2.7

2.3

23.7

54.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

自宅

有料老人ホーム・軽費老人ホーム

（特定施設入居者生活介護）

サービス付き高齢者向け住宅

認知症高齢者グループホーム

（認知症対応型共同生活介護）

その他

無回答

今回調査（N=299）

23.7

21.4

13.4

9.4

18.7

45.8

0％ 20％ 40％ 60％

看取りに関する指針を患者・家族に

説明し同意を得ていること

患者本人の意思表示

医師が医学的知見に基づき回復の

見込みがないと診断していること

介護者からの２４時間の連絡体制

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

 

⑷ 看取りについて最も重視していること 

 「自宅か医療機関か、本人の意思を尊重した看取りが望ましい」が25.4％、「その他」が11.0％ 

 

問18．貴医療機関は、看取りについてどのように考えていますか(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の回答＞ 

○看取りを行っていない  ○在宅診療を行っていない 

 

 

⑸ 看取りに関して実施していること 

 「その他」が20.4％、「利用者の意思を確認する」が20.1％、「家族の意向が一致しているか確認する」が17.1％ 

 

問19．貴医療機関で、看取りについて実践していることがこの中にありますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.4

8.4

6.7

6.0

3.7

11.0

38.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

自宅か医療機関か、本人の意思を

尊重した看取りが望ましい

自宅か医療機関か、家族の意向を

尊重した看取りが望ましい

可能な限り自宅で看取りまで行うべきである

看取りは、自宅では困難と考えている

可能な限り自宅で行うが、

看取りは医療機関で行うべきである

その他

無回答

今回調査（N=299）

20.1

17.1

9.7

9.4

6.7

20.4

50.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

利用者の意思を確認する

家族の意向が一致しているか確認する

家族以外の支援者（ケアマネジャー等）と

情報共有できる環境をつくる

家族が看取りの身体的変化について

理解できるようにしている

２４時間対応ができる体制をつくる

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

 

⑹ ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の活用 

 「活用したことがない」が69.2％ 

 

問20．ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）を活用したことがありますか。(〇は１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑺ ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の推進に必要なこと 

 「ＡＣＰに関する、利用者・家族をはじめとする、区民啓発を進めること」が18.1％、「一度だけでなく、

継続的に意向の確認や話し合いをすること」が17.4％、「早いタイミングからの意向の確認や話し合いを行

うこと」が15.1％ 

 

問21．ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）をすすめる上で必要なことは何ですか。【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活用したことがある

5.0 

活用したことがない

69.2 

無回答

25.8 
全体

（N=299）

(%)

18.1

17.4

15.1

12.4

12.0

7.0

6.7

11.4

46.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

ＡＣＰに関する、利用者・家族を

はじめとする、区民啓発を進めること

一度だけでなく、継続的に

意向の確認や話し合いをすること

早いタイミングからの意向の

確認や話し合いを行うこと

本人の意向を尊重し、最期まで

意思決定支援を心がけること

日頃から、気持ちを話せる

雰囲気や人間関係をつくること

本人・家族との不一致、

家族間の調整にも配慮すること

適切なサービス調整や支援ができる

多職種での連携を進めること

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

６．地域包括ケアシステムについて 

⑴ 地域包括ケアシステム構築に向けて取り組むべき課題 

「医療関係者と介護関係者が情報交換できる場を確保する」が25.4％、「医療的ケアが必要な人が利用で

きるショートステイ施設を充実させる」が23.4％、「訪問看護ステーションを更に充実させる」が20.4％ 

 

問22．医療と介護を一体的に提供し、在宅療養支援を進めていくため、医療機関、介護サービス事業者、 

行政はどのようなことに取り組むことが必要だと思いますか。【複数回答:３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.4

23.4

20.4

19.1

17.1

16.1

15.7

13.7

8.7

8.4

4.0

24.7

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％

医療関係者と介護関係者が

情報交換できる場を確保する

医療的ケアが必要な人が利用できる

ショートステイ施設を充実させる

訪問看護ステーションを更に充実させる

おとしより相談センター（地域包括支援

センター）などの身近な相談窓口の充実

医療と介護の連携マニュアルを作成する

医療的ケアや介護が受けられる

サービス付き高齢者向け住宅を充実させる

医療的ケアが必要な人が利用できる

デイサービス施設を充実させる

多職種連携強化のための研修を充実させる

ＩＣＴツールによる、在宅療養者に

関する情報の共有を推進する

区内の医療機関や介護関係者への

連絡可能時間を記した連絡先リストを整備する

その他

無回答

今回調査（N=299）



在宅医療・介護に関する調査（Ｆ） 

 

【前回調査】 

問29：団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的

に提供される地域包括ケアシステムの構築が求められています。その中で、医療と介護の連携は最重

要課題と考えられています。医療と介護を一体的に提供し、在宅療養支援を進めていくため、医療機

関、介護サービス事業者、行政はどのようなことに取組むことが必要だと思いますか。 

【複数回答：3つまで】 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


